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基本方針策定の背景及び趣旨 

平成 15 年に制定された食品安全基本法の基本理念を踏まえ、本市では、平成 17 年に「福岡市
食品の安全性確保に関する基本方針～食の安全を求めて～」を策定し、食品の安全性確保に関す
る取組みを推進してきました。 
その後、食品への薬物混入や食品の偽装表示などの全国的な事件の発生を受け、平成 21 年に

「食の安全安心の確保に関する基本方針」と改名するとともに、食への安心感の醸成に係る施策
の方向性を明記する形で、第一次改定を行っています。 
第一次改定以降、食品の広域流通化に伴う都道府県等を越える広域的な食中毒事案が頻発する

状況があるほか、子ども食堂などの食の提供主体の多様化など近年食を取り巻く環境が変化して
います。 
さらに、調理食品、外食・中食への需要の増加等への食のニーズの多様化、食のグローバル化

の進展などを背景に、平成 30 年に食品衛生法が大幅改正され、HACCP※に沿った衛生管理の義
務化、食品リコール情報の報告制度が規定され、行政及び食品関連事業者はこれらの制度改正に
適切に対応していく必要があります。 
このような状況を踏まえ、本市の食の安全・安心の確保に関する施策のさらなる推進を図るた

め、今回、第二次改定を行っております。第二次改定にあたり、本市の施策について、『食品の安
全性の確保』と『食の安全・安心に係る信頼関係の構築』の二つの柱を軸に再編するとともに、
「福岡市食の安全・安心の確保に関する基本方針」と改名、「食品の安全性」と「食の安心」に係
る施策に取り組んでいくことを明確にしています。 
  

※HACCP（ハサップ） 
「Hazard Analysis（危害分析）and  Critical Control Point(重要管理点)」の略で、食品
関連事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因を把握したうえで、原材料の入
荷から食品の出荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は低減させるために
特に重要な工程を管理し、食品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法をいう。 
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第１章 基本方針の位置づけと本市の目指す姿 

第１ 基本方針の位置づけ 

本基本方針は、食品安全基本法の理念を踏まえ、本市の食の安全・安心の確保に関する施策を
推進するための基本的な考え方を示すものです。 
行政、食品関連事業者、消費者、それぞれが主体的に取り組むための共通の指針及び食品安全

基本法第７条に定める地方公共団体の責務に基づく本市の自然的経済的社会的特性を踏まえ実施
する施策の方向性を示します。 
施策の実施にあたっては、「福岡市基本構想」のもと策定される「福岡市政策推進プラン（実施

計画）」のほか、「福岡市保健福祉総合計画」、「福岡市農林業総合計画」、「福岡市食育推進計画」
など関係する計画と整合を図るものとします。 

 

  

  

本市の特性 
①流通拠点としての機能 

本市は生鮮食品の集積地である中央卸売市場（鮮魚市場、青果市場、食肉市場）、物流
拠点としての機能をもつ福岡空港、博多港を有しています。 

②新鮮でおいしい食べ物のまち 
全国的にも新鮮でおいしい食べ物のまちとして知られており、屋台や辛子めんたいこ

などの特産品があり、多様で豊かな食文化を持つ都市です。 
③若者が集うまち 

市内には大学のほか、短大、専門学校などが多くあり、15～29 歳（若者）の人口比率
が、大都市の中で最も高い都市です。 

 

食品安全基本法 第７条（地方公共団体の責務） 
地方公共団体は、基本理念にのっとり、食の安全性の確保に関し、国との適切な役割分担を

踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び
実施する責務を有する。 
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第２ 本市の目指す姿 

本市はこれまで、食品関連事業者と連携し、生産から製造・加工、流通、販売に至る食品供給
工程の各段階における食品の安全性の確保に関する取組みを実施し、その取組みを消費者に積極
的に情報提供し、行政、食品関連事業者、消費者の三者で意見交換を行い、信頼関係を構築して
いくことで、「食の安全・安心が得られる都市」の実現を目指してきました。 
第二次改定後も、食の安全と安心を目指すという基本的な方向性を継承し、行政、食品関連事

業者、消費者がそれぞれの責務と役割を果たしながら、意見交換及び情報交換により相互理解を
深め、連携・協力することによって、「消費者（市民）が、『食の安全・安心』を得ることができる
都市」の実現を目指します。 

 

図 目指す姿と関係者の責務・役割 
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第３ 食品の安全性と食の安心について 

本市は「消費者（市民）が、『食の安全・安心』を得ることができる都市」を目指すうえで、「食
品の安全性」及び「食の安心」についての考え方を次のように整理し、施策に取り組むこととし
ます。 

 

１ 食品の安全性とは 

  安全とは客観的なものであり、行政や食品関連事業者により科学的根拠に基づく対策
が講じられ、健康への悪影響の可能性が許容可能な水準まで抑えられている状態を「食
品の安全性」が確保された状態と考えます。 

２ 食の安心とは 

  安心とは主観的なものであり、行政や食品関連事業者による食品の安全性を確保する
取組について、消費者が十分情報を得ることができ、それを理解し、納得することで、
行政や食品関連事業者に対する信頼が醸成され、食に対する疑問や不安が解消されてい
る状態を「食の安心」が得られた状態と考えます。 

 
なお、食品の安全性の確保に関する施策と食の安全・安心に係る信頼関係の構築に関する施策

を総称し、食の安全・安心の確保に関する施策と定義します。 

 
図 「食品の安全性」と「食の安心」の関係性 
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第２章 関係者の責務と役割 

第１ 行政の責務（食の安全・安心の確保に関する施策の方針） 

 「消費者（市民）が、『食の安全・安心』を得ることができる都市」を実現するため、『食品の安
全性の確保』と『食の安全・安心に係る信頼関係の構築』の二つの柱を軸に施策を実施します。 
 

１ 食品の安全性の確保の推進 
  生産から販売に至るまでの各段階において、食品の安全性の確保が図られるよう次の四つの
施策を基本に取り組みます。 
① 生産から販売に至るまでの食品の安全性の確保 
② 食品関連事業者の自主的衛生管理の促進 
③ 危機管理事案への対応 
④ 職員の人材育成と資質の向上 

 
２ 食の安全・安心に係る信頼関係の構築 

  市民、行政、食品関連事業者の相互理解の促進により、三者の信頼関係が構築されるよう、
二つの施策を基本に取り組みます。 
① 市民への情報提供 
② リスクコミュニケーションの充実 
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第２ 食品関連事業者の責務 

食品関連事業者は、食品の安全性の確保について第一義的責任を有しています。 
食品関連事業者は、この責任を十分認識したうえで、食品の安全性確保のために必要な

措置を確実に実施するとともに、食品に関する正確かつ適切な情報提供を行い、消費者と
の信頼関係を構築することが重要です。 
ここでは、食品安全基本法、食品衛生法、福岡県食品の安全・安心の確保に関する条例

等の関係法令を踏まえ、食品関連事業者の責務に関して、五つの行動指針を示します。 

１ 法令等の規定の遵守 
○事業者として法的知識の習得に努め、法令等の規定を遵守する。
○経営者が率先して高い企業倫理を示し、従業員全員のコンプライアンス意識の向上を
図るための措置を講じる。

２ 食品の安全性を確保するために必要な措置の確実な実施 
○食品供給工程の各段階（生産、製造・加工、流通、販売）において、事業者は HACCP
に沿った衛生管理に取り組み、食品衛生法のほか関係法令に定める必要な措置を確実に
実施し、食品の安全性の確保に努める。

３ 食品等に関する正確で適切な情報の提供 
○法令で定められた必要な表示や食品等の回収情報、自らが実施している食の安全・安
心の確保に関する取組みなど、消費者が求める情報を正確かつ適切に提供する。

４ 行政が実施する食の安全・安心の確保に関する取組みへの協力 
○行政が実施する監視や検査をはじめとした食の安全・安心の確保に関する取組みに協
力する。

５ 消費者からの相談などに対する誠実な対応 
○消費者からの相談などに対しては、原因や今後の対応をわかりやすく説明するなど誠
実に対応するとともに、改善を要する場合は、再発防止策を講じる。
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第３ 消費者の役割 

消費者が、食品に関する正しい知識と理解を深め、積極的に意見を表明していくことで、行政
や食品関連事業者は、食の安全・安心の確保に関するより良い取組みの方向性を見出すことがで
きます。 
ここでは、食品安全基本法、福岡県食品の安全・安心の確保に関する条例等を踏まえ、消費者

の役割に関して、三つの行動指針を示します。 

１ 食品の安全性の確保に関する正しい知識の理解 
○食品に関する安全性の評価や情報に耳を傾け、正しい知識の習得と理解を深める。
○食品を取り巻く雑多な情報を読み解き、目的に応じた食品を取捨選択する能力を高め
る。

２ 行政や食品関連事業者の取組みへの積極的の意見の表明 
○行政や食品関連事業者の取組みが消費者の視点で効果的に進むように、積極的に意見
を表明する。

３ 正しい知識に基づく衛生的な食生活の実践 
○自らの生活を自ら守るため、食中毒予防など正しい知識に基づく衛生的な食生活の実
践に努める。
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第３章 施策の推進 

本基本方針に基づく食の安全・安心の確保に関する施策を推進するため、食に関する施策を所
管する庁内関係局と連携するとともに、消費者、食品関連事業者等と意見交換を行い、施策へ反
映させます。 

第１ 推進体制 

１ 庁内関係局との連携 
食に関する施策を所管する庁内関係局との連携を強化するため、「食の安全・安心の確保

に関する連絡会議」を設置し、食の安全・安心の確保に関する施策を共有し、連携して取
り組みます。 
２ 消費者、食品関連事業者、学識経験者等との情報・意見交換 

消費者、食品関連事業者、学識経験者及び行政機関で構成する「食の安全・安心推進協
議会」を設置し、食の安全・安心の確保に関する施策についての協議や関係者間の相互理
解促進のための情報・意見交換を行い、施策に活かします。 

第２ 基本方針の見直し 

 本基本方針は、食を取り巻く環境の変化や制度改正等などがあった場合、必要に応じて見直し
を行います。なお、改定がない場合も、最長で 10 年が経過した時点で、見直すこととします。 
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第４章 行政施策の体系 

本市の目指す姿を実現するため、食品の安全性確保、食の安全・安心に係る信頼関係の構築に
関する施策を体系化し、総合的かつ計画的に推進します。 

施策の体系 

目指す姿
基本の
施策

1.1   生産段階における食品の安全性の確保の推進
1.2   流通拠点における食品の安全性の確保の推進
1.3   製造・加工、流通、販売段階における
　　食品の安全性の確保の推進
1.4   食品等検査の実施
1.5   適正な食品表示の推進

2.1   事業者への情報提供
2.2   HACCPに沿った衛生管理の推進
2.3   自主回収報告制度の活用
2.4   事業者の自主的衛生管理の促進
2.5   人材育成、養成の支援

3.1   食中毒発生時、違反食品発見時の対応
3.2   危機管理体制の整備

4.1   研修会等への参加

1.1   情報発信の充実
1.2   相談への対応
1.3   食育の推進

2.1   消費者・事業者・行政による相互理解の
　　推進
2.2   生産者・食品関連事業者と消費者との
　　相互理解の促進
2.3   市民の意見を反映した施策の実施

個別施策

消
費
者
（
市
民
）
が
、
『
食
の
安
全
・
安
心
』
を

得
る
こ
と
が
で
き
る
都
市

食
の
安
全
・
安
心
に
係
る

信
頼
関
係
の
構
築

１   市民への情報提供

２   リスクコミュニケーションの
　　充実

食
品
の
安
全
性
の
確
保

１   生産から販売に至るまでの
  食品の安全性の確保

２   食品関連事業者の
  自主的衛生管理の促進

３   危機管理事案への対応

４   職員の人材育成と資質の向上
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第１ 食品の安全性の確保    

１   生産から販売に至るまでの食品の安全性の確保 

食品の生産から販売に至るまでの食品供給工程の各段階において、食品の安全性の確保のため、
各種施策を実施します。    

1.1   生産段階における食品の安全性の確保の推進  
 (1)  農業生産工程管理（GAP※）の推進【農林水産局・保健医療局】 

○ 市民に信頼される安全で安心な農産物の生産及び供給に資するため、生産者への
ＧＡＰ導入推進と農薬の適正使用を促進します。 

 
 
 
 

 (2) 家畜伝染病（鳥インフルエンザ等）の発生予防、蔓延防止の対策【農林水産局】 
○ 特定家畜伝染病(鳥インフルエンザ等)の発生に備え、防疫対策や食品の安全対策
などが適切に行えるよう、情報交換、防疫対策マニュアルを整備します。鳥インフ
ルエンザ等が発生した場合は、福岡県と連携し、安全対策を行います。 

(3) 水産物（養殖かき）の衛生管理の推進【保健医療局・農林水産局】 
○市内で生産する養殖かきについて、衛生管理指針を作成し、生産者による自主的
な衛生管理を推進し、安全性の確保及び品質の向上を図ります。 

 
1.2   流通拠点における食品の安全性の確保の推進 

 (1) 中央卸売市場における衛生対策【保健医療局】 
○ 鮮魚市場、青果市場においては、流通する食品の検査及び市場内施設の監視指導
を食品衛生検査所が実施します。 
○ 食肉市場においては、搬入されるすべての牛・豚等のと畜検査、必要に応じたTSE
（伝達性海綿状脳症）検査、動物用医薬品・農薬等の検査及び市場内施設の監視指
導を食肉衛生検査所が実施します。 

  

※GAP 
「Good（良い）Agricultural（農業）Practice（実践）」の略で、農業において、
食品安全・環境保全・労働安全等の持続可能性を確保する取組をいう。 

中央卸売市場（鮮魚市場）の夜間監視 中央卸売市場（食肉市場）のと畜検査 
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1.3   製造・加工、流通、販売段階における食品の安全性の確保の推進 
(1) 製造所、飲食店、販売店における監視指導【保健医療局】

○ 食中毒の発生状況、施設の規模等を踏まえ、
重点的に監視指導を行う施設を定め、製造・加工、
流通、販売の各段階において食品関係施設への監
視指導を行います。
○ 食中毒の発生リスクや食品の流通状況を考慮
し、夏期及び年末に集中的な監視指導を実施しま
す。
○ 大規模イベント等の開催時に、宿泊施設、飲食
店、弁当調製施設等に対し、監視指導を行います。 

(2) 集団給食施設等への助言・指導【保健医療局・教育委員会】
○ 学校、保育所、社会福祉施設、医療施設など、リスクの高い集団給食施設につい
ては、関係局と連携を図りながら、衛生状態の確認や食中毒の予防のアドバイスを
行います。
○ 子ども食堂など多様化する食品提供施設にも配慮し、食品衛生に係る情報提供や
助言を行います。

(3) 健康食品に対する監視指導【保健医療局】
○ いわゆる健康食品による健康被害を防止するため、流通実態の把握を目的とした
医薬品成分の検査を行います。
○ 医薬品的な効能効果を標ぼうする健康食品の広告に対し、指導を行います。

(4) 食物アレルギー対策【保健医療局】
○ 食物アレルギーは重篤な健康被害を起こすことがあるため、食品表示法で表示義
務のあるアレルギー物質の検査を実施し、アレルギー表示の適正化を図ります。
○ 子ども食堂なども含めた食品関連施設に対し、アレルギー事故防止に係る情報提
供、助言を行います。

(5) 輸入食品対策【保健医療局】
○ 市内に流通する輸入食品について、食品添加物、残留農薬等の検査を行い、食品
の安全性を確認します。
○ 検疫所が実施する輸入時の検査で違反が判明した食品について、検疫所と連携し、
廃棄処分等の措置が適切に行われるよう、輸入者に対し指導を行います。

保健所の衛生監視 
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 (6)  地域の特性・特産品に関する衛生対策【保健医療局】 
○ 屋台の監視指導や屋台営業者向け講習
会の実施及び辛子めんたいこ等の特産品の
検査を実施します。 
○ 業界との共働により、食品の適正表示や
自主的衛生管理等の取組について支援しま
す。 

1.4   食品等検査の実施    
 (1) 食品等検査の実施【保健医療局・教育委員会】 

○ 中央卸売市場及び市内を流通する食品の
細菌、食品添加物、残留農薬等の検査を行い、
食品の安全性及び適正表示を確認します。ま
た、違反が判明した際は、回収等の必要な措
置をとるとともに、食品関連事業者に対し、
再発防止等の指導を行います。 
〇 学校給食で使用する食材については、納
入前に細菌、食品添加物、残留農薬等の検査
を行い、食品の安全性を確認し、市のホーム
ページにて情報を提供します。 

 (2)  検査施設の業務管理の実施【保健医療局】 
○ 検査結果の信頼性を確保する取組として、信頼性確保担当部門、収去担当部門及
び検査担当部門において最新の業務管理要領に基づく業務管理を行うとともに、最
新のガイドラインに基づき、検査法が適切か確認します。 

 (3)  調査研究【保健医療局】 
○ 食品に関する微生物や食品添加物等の調査研究や迅速な検査方法の開発などに
取り組み、学会や研究発表会で発表します。 
○ 調査研究により得られた知見を集約し、科学的データに基づく効果的な監視指導
につなげるとともに、事業者や市民に対し、科学的データに基づく食品の安全性に
関する情報をわかりやすく提供します。 

1.5   適正な食品表示の推進    
 (1)  適正な表示の推進【保健医療局】 

○ 食品関連事業者に対し、食品表示制度の周知を図るとともに、市内で製造・販売・
流通する食品について、食品表示法に基づく適正な表示が行われるよう指導を行い
ます。 
○ 食品表示法違反の疑いがある情報（被疑情報）に関する調査を行い、不適正表示
が判明した場合は表示の是正、再発防止等の措置について指導を行います。 

保健所の屋台監視 

保健環境研究所の検査 
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 (2)  食品表示の適正化に係る関係機関との連携【保健医療局】 
○ 被疑情報のうち複数の自治体が関係するものや表示に関する他法令が関係する
ものについては、他自治体、国等と連携し、調査を行います。平常時から食品表示
を担当する他自治体、国等の関係機関と連絡会議を通じて、情報交換、情報共有を
行います。 

    

２   食品関連事業者の自主的衛生管理の促進 

2.1   事業者への情報提供【保健医療局】 
○ 食品関連事業者や集団給食施設に対し、食中毒予防
や食品表示、食品衛生法等関係法令の改正内容等に関
する最新の情報を提供するため講習会を開催します。 
○ 監視の機会や市のホームページ等を通じて、食品の
安全性に関する情報を提供します。 

2.2   HACCPに沿った衛生管理の推進【保健医療局】 
○ 食品衛生法改正に伴い制度化された HACCP に沿った衛生管理が適切に実施されるよ
う市内食品関連事業者に対し HACCP 導入指導及び実施状況の確認を行います。 

2.3   自主回収報告制度の活用【保健医療局】 
○ 国及び福岡県の自主回収報告制度に基づく自主回収の報告が確実に行われるよう、食品
関連事業者に対し指導等を行います。自主回収の報告を受けた際は、速やかに国のシステ
ムや市のホームページなどにより情報を公表します。 

2.4   事業者の自主的衛生管理の促進【保健医療局】 
○ 食品業界団体への情報提供や業界団体が実施する研修会への講師の派遣など、共働によ
り自主的な衛生管理や適正表示の取組みを技術的側面から支援します。 
○ 食品衛生思想の普及向上を図るため、優良な食品関連事業者や施設を表彰します。 

2.5   人材育成、養成の支援【保健医療局・教育委員会】    
○ 食品関連施設の衛生管理を担う食品衛生責任者を養成するための講習会を関係機関の
協力を得て開催します。 
○給食施設の従事者等を対象に知識や技術の向上を図る研修会を実施します。 
 

３   危機管理事案への対応 

3.1   食中毒発生時、違反食品発見時の対応   
 (1)  食中毒発生時、違反食品発見時の対応【保健医療局】  

○ 食中毒による健康被害発生のおそれのあるときは、被害拡大防止、原因究明のた
め、必要に応じ、感染症の担当課と連携し調査を行います。 

食品関連事業者向け講習会 
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○違反食品の発見時には、健康被害拡大防止を図るため、迅速に回収命令等の必要
な措置を行います。

(2) 食中毒事案及び違反食品に関する情報の公表【保健医療局】
○ 食中毒などの健康被害が発生した場合や広域又は多量に流通する違反食品を発
見した場合は、危害発生防止の観点から、必要に応じ、報道発表を行います。

3.2   危機管理体制の整備 
(1) 食中毒等発生時の検査体制の強化【保健医療局】

○ 危機管理事案発生時の検査体制の強化のため、食中毒の病因物質について、迅速
な検査方法の開発や検査項目の充実を図ります。

(2) 関係機関との連携【保健医療局】
○ 複数の自治体が関係する食中毒の発生時及び広域に流通する違反食品の発見時
には、関係自治体と緊密に連携を図り、調査等を行います。
○ 広域的な食中毒の発生時には、広域連携協議会を活用し、国や関係自治体と協議、
情報共有を行い、効果的な原因調査、適切な情報発信を行います。

(3) 災害発生時の食品の衛生対策【保健医療局】
○ 風水害、震災発生時において、食品の衛生上の危害の発生を防止するため、市の
防災計画等に衛生対策を定めます。災害発生時は防災計画等に基づき、飲食店等に
対する指導や避難所における監視指導を実施します。

４   職員の人材育成と資質の向上 

4.1   研修会等への参加【保健医療局】 
○ 監視・指導業務を行う食品衛生監視員の知識・技
術の向上を図るため、内部研修を開催するほか、国等
が開催する外部研修へ職員を派遣します。
○ 検査担当部門の職員の検査能力及び知識の向上を
図るため、学会や研修会へ職員を派遣します。

食品衛生監視員内部研修 
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第２ 食の安全・安心に係る信頼関係の構築 

１   市民への情報提供 

1.1   情報発信の充実 
(1) 市民への情報提供【保健医療局】

○ 食品の安全性や食品表示に関する情報につ
いて、対象とする世代に合わせて若者に親しま
れている SNS、ホームページ等の様々な媒体を
活用しながら、わかりやすい情報発信に努めま
す。
○ 保育園や大学を対象とした講習会など乳幼
児から高齢者まで情報を受けとる年代の特徴に
応じた出前講座、講習会、イベント等を開催し、
食品の安全性に係る情報を提供し、食品衛生思
想の普及啓発を行います。

(2) 市の施策に関する情報発信 【保健医療局】 
○ 福岡市食品衛生監視指導計画をはじめ、市の施策や監視指導の結果等を市のホー
ムページで公表します。

1.2   相談への対応【保健医療局・市民局】 
○ 食品に関する相談等に対し、必要に応じ調査及び検査を実施し、相談者の視点で、わか
りやすい説明を行います。
○ 相談内容に応じ、関係部署に情報提供するなど、関係機関と連携を図ります。

1.3   食育の推進【保健医療局】 
○ 福岡市食育推進計画に基づき実施する各種施策と連携し、食品の安全性に関する情報発
信を行います。

２   リスクコミュニケーションの充実 

2.1   消費者・事業者・行政による相互理解の推進【保健医療局】 
○ 消費者、食品関連事業者、学識経験者、行政機関から構成される「福岡市食の安全・安
心推進協議会」を設置し、本市の施策に関する意見交換を行います。

2.2   生産者・食品関連事業者と消費者との相互理解の促進【農林水産局】【保健医療局】 
○ 生産者や製造業、販売業等の食品関連事業者と連携し、体験型イベント等を開催するこ
とにより、消費者、生産者、事業者の相互理解の促進を図ります。

市民（小学生）向け講習会 
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2.3   市民の意見を反映した施策の実施【保健医療局】 
○ 福岡市「食の安全・安心推進協議会」において、
本基本方針に基づく施策等について、協議、検証し
ます。
○ 毎年策定する福岡市食品衛生監視指導計画につ
いて、市民から意見を募集し、施策に反映します。 

※リスクコミュニケーション
リスクやリスクに関する要因などについて、消費者、事業者、行政などの担当者間で情
報や意見を交換すること。

リスコミ事業等の写真


	基本方針策定の背景及び趣旨
	第１章　基本方針の位置づけと本市の目指す姿
	Ⅰ第１　基本方針の位置づけ
	Ⅱ第２　本市の目指す姿
	Ⅲ第３　食品の安全性と食の安心について
	１　食品の安全性とは
	２　食の安心とは


	①流通拠点としての機能
	②新鮮でおいしい食べ物のまち
	③若者が集うまち
	第２章　関係者の責務と役割
	Ⅰ第１　行政の責務（食の安全・安心の確保に関する施策の方針）
	１)　食品の安全性の確保の推進
	①　生産から販売に至るまでの食品の安全性の確保
	②　食品関連事業者の自主的衛生管理の促進
	③　危機管理事案への対応
	④　職員の人材育成と資質の向上

	２)　食の安全・安心に係る信頼関係の構築
	①　市民への情報提供
	②　リスクコミュニケーションの充実


	Ⅱ第２　食品関連事業者の責務
	１　）法令等の規定の遵守
	２) 食品の安全性を確保するために必要な措置の確実な実施
	３) 食品等に関する正確で適切な情報の提供
	４) 行政が実施する食の安全・安心の確保に関する取組みへの協力
	５)　消費者からの相談などに対する誠実な対応

	Ⅲ第３　消費者の役割
	１) 食品の安全性の確保に関する正しい知識の理解
	２) 行政や食品関連事業者の取組みへの積極的の意見の表明
	３) 正しい知識に基づく衛生的な食生活の実践


	第３章　推進体制施策の推進
	Ⅰ第１　関係機関等との連携推進体制
	１　）庁内関係局との連携
	２　）消費者、食品関連事業者、学識経験者等との情報・意見交換

	Ⅱ第２　進行管理基本方針の見直し

	第４章　行政施策の体系
	Ⅰ第１　食品の安全性の確保
	１   生産から販売に至るまでの食品の安全性の確保
	1.1   生産段階における食品の安全性の確保の推進
	1.2   流通拠点における食品の安全性の確保の推進
	1.3   製造・加工、流通、販売段階における食品の安全性の確保の推進
	1.4   食品等検査の実施
	1.5   適正な食品表示の推進

	２   食品関連事業者の自主的衛生管理の促進
	2.1   事業者への情報提供【保健医療局】
	2.2   HACCPに沿った衛生管理の推進【保健医療局】
	2.3   自主回収報告制度の活用【保健医療局】
	2.4   事業者の自主的衛生管理の促進【保健医療局】
	2.5   人材育成、養成の支援【保健医療局・教育委員会】

	３   危機管理事案への対応
	3.1   食中毒発生時、違反食品発見時の対応
	3.2   危機管理体制の整備

	４   職員の人材育成と資質の向上
	4.1   研修会等への参加【保健医療局】


	Ⅱ第２　食の安全・安心に係る信頼関係の構築
	１   市民への情報提供
	1.1   情報発信の充実
	(1)  市民への情報提供【保健医療局】
	(2) 市の施策に関する情報発信 【保健医療局】

	1.2   相談への対応【保健医療局・市民局】
	1.3   食育の推進【保健医療局】

	２   リスクコミュニケーションの充実
	2.1   消費者・事業者・行政による相互理解の推進【保健医療局】
	2.2   生産者・食品関連事業者と消費者との相互理解の促進【農林水産局】【保健医療局】
	2.3   市民の意見を反映した施策の実施【保健医療局】




